大阪府条例第　　　号
　　　職員の特殊勤務手当に関する条例及び大阪府警察職員の特殊勤務手　　　
当に関する条例の一部を改正する条例
（職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）
第一条　職員の特殊勤務手当に関する条例（平成十年大阪府条例第四十一号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。1-6

	改正後
	改正前

	
	

	　　　附　則

１　（略）
（防疫等作業手当の特例）
２　職員が、特定新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十四年法律第三十一号）第二条第一号に規定する新型インフルエンザ等で、当該新型インフルエンザ等に係る同法第十五条第一項に規定する政府対策本部が設置されたもの（人事委員会規則で定めるものに限る。）をいう。）から府民の生命及び健康を保護するために行われた措置に係る業務であって人事委員会規則で定めるものに従事したときは、第九条の規定にかかわらず、防疫等作業手当を支給する。















３　前項の手当の額は、業務に従事した日一日につき、千五百円（緊急に行われた措置に係る業務であって、心身に著しい負担を与えるものとして人事委員会規則で定めるものに従事した場合にあっては、四千円）を超えない範囲内において、人事委員会規則で定める額とする。















	　　　附　則

１　（略）
（防疫等作業手当の特例）
２　第九条第一項第一号に規定する感染症のうち、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。以下同じ。）に関する業務に従事したときの防疫等作業手当は、同号の規定にかかわらず、職員が、次に掲げる業務に従事したときに支給する。
　一　新型コロナウイルス感染症の患者又は新型コロナウイルス感染症にかかっている疑いのある者に接する業務
　二　新型コロナウイルス感染症の病原体が付着し、又は付着している疑いのある物の処理
　三　新型コロナウイルス感染症の病原体の検査又は培養のため当該病原体を取り扱う業務
　四　新型コロナウイルス感染症の患者が療養を行っている施設における連絡調整に関する業務
　五　新型コロナウイルス感染症の患者の身体に接触して行う業務
　六　新型コロナウイルス感染症の患者又は新型コロナウイルス感染症にかかっている疑いのある者に長時間にわたり接する業務
３　前項の防疫等作業手当の額は、次の各号に掲げる業務の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　一　前項第一号から第四号までに掲げる業務従事した日一日につき三千円。ただし、当
　　該業務が正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜において行われる業務（以下「深夜業務」という。）であるときは、その勤務一回につき三千円。
　二　前項第五号及び第六号に掲げる業務　従事した日一日につき四千円。ただし、当該業務が深夜業務であるときは、その勤務一回につき四千円。
４　第二項第一号から第四号までに掲げる業務のいずれかに従事した日（当該業務が深夜業務である場合にあっては、一回の勤務の勤務時間）において、同項第五号又は第六号に掲げる業務にも従事した場合については、同項第五号又は第六号に掲げる業務に従事した場合にのみ該当するものとして防疫等作業手当を支給する。

	
	


（大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）
第二条　大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例（平成十年大阪府条例第四十五号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。1-7

	改正後
	改正前

	
	

	　　　附　則

１―６　（略）
（特定新型インフルエンザ等に係る捜査等業務手当等の特例）
７　職員が、第三条第一項各号、第四条第一項各号、第五条第一項各号、第八条第一項第二号、第十二条第一項又は第二十条第一項に規定する業務（以下「支給対象業務」という。）に従事した場合において、特定新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十四年法律第三十一号）第二条第一号に規定する新型インフルエンザ等で、当該新型インフルエンザ等に係る同法第十五条第一項に規定する政府対策本部が設置されたもの（人事委員会規則で定めるものに限る。）をいう。以下同じ。）に関する業務であって人事委員会規則で定めるものに従事したときは、第三条から第五条まで、第八条、第十二条又は第二十条の規定にかかわらず、捜査等業務手当、交通取締手当、警ら手当、特別救助等手当、看守手当又は少年補導手当を支給する。
８　第三条第一項に定めるもののほか、職員が、次に掲げる業務のうち、人事委員会規則で定めるものに従事したときは、捜査等業務手当を支給する。
　一　特定新型インフルエンザ等の患者又は特定新型インフルエンザ等にかかっている疑いのある者に接する業務
　二　特定新型インフルエンザ等の病原体が付着し、又は付着している疑いのある物の処理
　三　前二号に掲げる業務のほか、特定新型インフルエンザ等に関する業務
９　前二項の手当の額は、業務に従事した日一日につき、千五百円（心身に著しい負担を与えるものとして人事委員会規則で定めるものに従事した場合にあっては、四千円）を超えない範囲内において、人事委員会規則で定める額とする。ただし、職員のうち支給対象業務に従事し、第三条から第五条まで、第八条、第十二条又は第二十条の規定により支給する手当の支給対象となる職員に対する附則第七項の手当の額が、第三条第二項、第四条第二項、第五条第二項、第八条第二項第二号若しくは第三項、第十二条第二項又は第二十条第二項に規定する手当の額（以下「捜査等業務手当等の額」という。）に達しない場合にあっては、当該職員に対する附則第七項の手当の額は、捜査等業務手当等の額とする。
	　　　附　則

１―６　（略）

	
	


　　　附　則
（施行期日等）
１　この条例は、公布の日から施行し、第一条の規定による改正後の職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「新職員特殊勤務手当条例」という。）及び第二条の規定による改正後の大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「新警察職員特殊勤務手当条例」という。）の規定は、令和五年五月八日から適用する。
（内払）
２　新職員特殊勤務手当条例を適用する場合においては、第一条の規定による改正前の職員の特殊勤務手当に関する条例の規定に基づいて令和五年五月八日以後の分として支給された防疫等作業手当は、新職員特殊勤務手当条例の規定による防疫等作業手当の内払とみなす。
[bookmark: JUMP_SEQ_295][bookmark: _GoBack]３　新警察職員特殊勤務手当条例を適用する場合においては、第二条の規定による改正前の大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例の規定に基づいて令和五年五月八日以後の分として支給された捜査等業務手当、交通取締手当、警ら手当、特別救助等手当、看守手当又は少年補導手当（以下「捜査等業務手当等」という。）は、新警察職員特殊勤務手当条例の規定による捜査等業務手当等の内払とみなす。1-8





